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箱根町の経済構造を把握する

3

実態
憂える箱根

浮かび上がる
箱根町の様々な

問題点

調査

RESASや国勢調査の分析
現地でのヒアリング

当初のイメージ
潤う箱根

温泉地
宿泊
観光

政府からの地方交
付税交付金を受け
取っていない！

高い財政力指数

高い経済循環率

豊かな自然

観光業が発達している

大涌谷などの
火山が多く温
泉いっぱい！

土地の90％が
国立公園！

京都に次いで第
２位の観光客年
間2000万人！

潤う箱根

4
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財政力指数で見る箱根町の財政

財政力指数ランキング：総務省の平成26年度データ

5

財政力指数：都道府県や市町村の財政力を図る目安
１を超える地域→地方交付税の不交付団体、市町村と

しては優れた財政運営と評価される
（基準財政収入額）÷（基準財政需要額）の式で求められる

箱根町はトップ9（1.44）
地方交付税不交付

原子力関連施設の
進出する地方都市や
観光や別荘地としてよ
く知られる地方都市が
各4ヵ所トップランキン
グ入り。

6

〇市町村民税の半分
程度に留まる

日本全体の固定資産税割合

総務省のデータより
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軽井沢町（26年度町役場HP）箱根町

〇軽井沢 市町村民税×３倍
〇箱根 町民税 ×４倍
〇山中村 村民税 ×３．７倍

7

各観光地の固定資産税

財政力指数のトップ10に入る市町村は押しな
べて固定資産税収入が圧倒的に多い

箱根町の経済 環構造

地域のコアとなる産業

観光客などによる箱根
での支出（576億円）

箱根企業による域内投資は
158億円、域外投資は40億円

8

※地域経済循環率＝生産（付加価値額）/分配（所得）

域外からの消費が域内消費と域内投資
を上回り、観光立国の面目躍如

所得の244億円が域外に流出している

域内所得の消費781億円、域外所得の
消費576億円で合計1357億円の消費。
民間消費における域外と域内の割合は
150％で1791市区町村で堂々の2位

潤

域外への支出293億円は、政府支出と移
輸出入の顕著な出超が顕著を示す



5

箱根町の産業構造

9

箱根町と神奈川県の3次産業比較
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箱根町の事業所数と従業者数

事業所数 従業者数

●農林水産業は皆無で圧倒的な3次産業偏重
●中でもサービス業が65.2％と大きな割合

10

箱根町の観光客数
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大涌谷での噴火

東日本大震災

リーマンショック

入込観光客数（単位：1,000人）

復活する箱根観光客数
28年度 噴火前に戻っている

増加する外国人
アベノミクス継続でさらなる増加が期待
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定住人口の減少

雇用所得の域外流出

町の地理的不利

宿泊客数の伸び悩み

政府からの地方交付
税交付金を受け取っ
ていない！

大涌谷などの
火山が多く温
泉いっぱい！

多くの箱根の労
働者が、箱根以
外の地域に住ん
でいる

京都府に次いで
第二位の観光客
数年間二千万
人！ 11

客単価が低い

憂える箱根

箱根の従事者
の多くが域外居
住

エリアが広く、
消防費がかさむ

観光客単価が低い

町民税が少ない
実は財政難

11

解消されない財源不足

12

普通交付税とは….
国が定めた標準的なサービスを行うための収入と支出を人口
や面積など全国一律の基準をもとに計算する

箱根の場合….
観光客受け入れのための支出は
サービス対象外

実際の財政と国から見た財政状況が異なる

箱根町側

歳出＞歳入
↓

財源不足
↓

交付してほしい

国側

需要額＜収入額
↓

財源超過になる
↓

交付しない
http://www.town.hakone.kanagawa.jp/index.cfm/11,4887,c,html/4887/20160427-101557.pdfより抜粋

今後５年間平均で

年間９億円
の財源不足

消防費は１３億円（２７年度箱根町データ）
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箱根町の経済循 構造
箱根企業による域内投資は
158億円、域外投資は40億円

13

※地域経済循環率＝生産（付加価値額）/分配（所得）

民間投資は198億円で域外に
20％が流出

域外投資40億円、地域外流出
293億円、生産還流1025億円で
合計1358億円

一人当たり雇用者所得は390万
円で746位（1741市区町村中）

箱根で生じた雇用所得の244億
円が域外に流出

乾

雇用流出の危機的状況

•生産年齢人口に占める域内居住者：9000人（2010年）→5000人（2015年）
•町内従事者と域外労働者の割合が逆転

9000人：6000人→5000人：9000人
•所得の域外流出が拡大：240億円→360億円？

•所得流出→GDPの減少→不景気、失業→所得減少→経済縮小→・・・の悪
循環

14
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15

東京都の経済循環構造

その他支出の域外からの流入
が極めて大きく、移輸出入の入
超を示す

雇用者所得とその他所得における流
出は割合は箱根以上に多く、外から
の従業者の多さを示す

民間消費の域内外バランスは
±ゼロに近く、域内所得からの
消費で60兆24807億円

横浜市の経済循環構造

16

その他支出の流出は雇用所得
の流入でバランスがとれている

雇用所得は顕著な流入を示す

民間消費はほぼ域内所得から
の還流で占められ、域外からの
流入は小さい
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小田原市の経済循環構造

17

投資やその他支出も若干の流
入にとどまる

雇用所得の流出入は無いが、
その他所得が879億円流出し
ている

民間消費はほぼ域内所得から
の還流で占められ、域外から
の流入は小さい

循環率が110％で所得や支出
の流出が無いために健全な産
業構造

軽井沢町の経済循環構造

18

その他支出は箱根とは対照的
に流入がみられる

雇用者所得、その他所得共に
域外流出が比較的大きい

民間消費は箱根ほどではない
が、域外からの消費が貢献し
ている

循環構造と循環率の高さが相
関している
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箱根町の経済循 構造
箱根企業による域内投資は
158億円、域外投資は40億円

19

※地域経済循環率＝生産（付加価値額）/分配（所得）

民間投資は198億円で域外に
20％が流出

域外投資40億円、地域外流出
293億円、生産還流1025億円で
合計1358億円

一人当たり雇用者所得は390万
円で746位（1741市区町村中）

箱根で生じた雇用所得の244億
円が域外に流出

乾

20

雇用者所得流出 | 域内人口減少

推計値
（2015～2040年）

実績値
（1980～2010年）

総人口
ピーク
1980年

●2015年の総人口と
生産年齢人口は1980
年時の約１/２
●老年人口は2015年
まで徐々に増加してそ
の後は横ばい
● 1985年からすでに
年少人口は減少傾向

20

急激に減少する域内労働力を

域外に依存しているのではないか
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22年国勢調査第3表抜粋 箱根町内従事者居住地データ

国勢調査による箱根町従事者の居住地

21

域外労働力依存

近隣地域（特に小田原）からの
通勤者が顕著

住民票を移動しないで、住み込
みで働いている人も見られる

15170

1565

5730

3798

1637

箱根町内従事者の居住地詳細
箱根町内従業者
自宅
自宅外箱根町内

小田原市
南足柄市
秦野市
湯河原町

大井町
平塚市
開成町
二宮町
真鶴町

松田町
横浜市
大磯町

山北町
伊勢原市
厚木市

県内その他
静岡県
東京都
山梨県
埼玉県
千葉県

その他他府県

• 限られる教育、医療、移動手段等の
インフラ

• 路線バス、登山鉄道などの運賃の高
さ

• 近隣3市（小田原、御殿場、三島）へ
の容易なアクセス

• 医療、高校、ショッピングの依存

•近隣3市への移住の誘発

まとめ

地理的条件の悪さ

22
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リーサス自治体比較マップ
年間商品販売額推移

リーサス自治体比較
マップ 労働生産性 リーサス自治体比較

マップ 企業数

リーサス自治体比較
マップ 創業率

による箱根町の経済の停滞

23

箱根町

地図情報の概要

24

◎年間売上推計
２月料金×稼働率(60%)×営業日数(300日)

◎参考資料

箱根町・箱根町観光協会「箱根の観光情報 はこねの手引き
平成28年（2016年）」
◎分類
本社所在地・収容人数・年間売上高・部屋数

箱根 東京 その他

事業所数 48 25 15

平均部屋数 41 69 58

平均収容人数(人) 164 224 190

平均年間売上(億円) 4,806 6,964 4,798

年間売上合計(億円) 230,697 167,136 71,970
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25

域内本社・移動

26

箱根―東京間売上流出
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27

28

箱根－全国売上流出俯瞰
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29

憂える箱根

箱根町

潤う箱根

生活経済観光経済

問題点の整理

問題③問題① 問題②

“観光経済と生活経済の調和”をキーに抜本的かつ具体的な方策の必要性

雇用流出居住人口減少 観光業の
果実流出
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課題への解決策の提案

31

32

提案 その１ コミュニティシェアリング

Before
普通の観光地

After
観光客: また行きたくなる観光地

居住者: 町民を挙げての町づく
り

箱根町に一歩足を踏み入れると日常の生活感が一掃、週末が宝の時間
観光客と地域居住者の触れ合いによる非日常的体験
「見る観光」から「体験型の観光」への転換を実現
域内居住者が誇りをもって自ら観光振興
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3333

Before

人口流出

After

居住希望者殺到！

中学卒業までの教育にかかる給食費や教材費用等を完全無料化
町内に高校がないことを補って、近隣地域の高校の分校を設置
文武両道を追求して周囲の町が羨むような高校教育計画を実現
子育てを地域とシェア、さらに高校教育を近隣市町村の高校とシェア

提案 その２ 子育て教育シェアリング

34

Before

不便な偏狭地

After

便利で快適な交通網

箱根町への自家用車の乗り入れは地域内居住者を除いて制限
箱根町の渋滞を緩和し、住民や観光客の移動の改善
観光客による利用増大で運賃引き下げ
公共交通機関の利用増加による運賃収入の増加
高校への通学時に必要な公共交通機関の運賃の負担軽減
観光客用専用駐車場による駐車場収入

道路、駐車場、交通機関を共有する「交通シェアリング」

提案 その３ 交通シェアリング
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提案 その４ 空き家シェアリング

Before

増え続ける実態不明
の空き家

After

移住希望者順番待ち

町が主導する空き家・空き保養所活用ビジネス
移住者に安い家賃で住居を提供
民泊による体験型観光の推進
低利用土地・物件の資源価値を共有する「空き家シェアリング」

提案 その５ グルメシェアリング

Before

話題性のない飲食料店

After

うまいものは箱根に行け！

食材の提供を含む大規模な飲食サービスの「グルメシェアリング」
近隣地域の食材を一度に味わえる場所を作る構想
近隣の地域との観光サービス拠点のシェア
新たな市場と観光コンテンツの創出



19

提案 その６ ときめきシェアリング

Before

日帰り温泉客が中心

After

老若男女の宿泊客爆泊

花火や星空観賞、ライトアップ散策などの夜のイベントを充実
日帰り観光客を、宿泊する時間帯まで町に滞在させる効果
イベント関連業と宿泊関連業のタイアップで新たな観光サービス

提案 その７ ヘルスシェアリング

Before

温泉頼みの観光事業

After

マラソンを魅力の一つ
に！

箱根駅伝の本コースを走るマラソンを企画
健康志向の高まりを利用、箱根駅伝の圧倒的知名度を活用
大学の陸上関係者と健康志向をシェア
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まとめ

39

人口流出 住みよい町づくり
観光業のさらなる発展

提案の実現のハードルは高い
しかし抜本的な解決策が必要

全町民を上げた速やかな行動

死活問題 最善の解決策


